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推進地域概要 

推進地域名：下伊那南部地域（阿南村、下條村、売木村、天龍村、

泰阜村）（人口：13,295人） 

保 育 所 数：7（公立7） 

幼 稚 園 数：0 

小 学 校 数：8（公立8） 

特別支援学校数（幼稚部）：0 

       （小学部）：0 

 

 

Ⅰ 概要           

 

１ 事業の概要 

長野県下伊那地域南部地域（阿南町、売木村、下條村、天龍村、泰阜村）は、山間の小規模

な町村からなっており、幼児児童生徒数が非常に少ない。特別支援教育のニーズが高くても、

特別支援学級の設置が困難であったり、圏域唯一の飯田養護学校への通学は地理的要因から困

難であったりする。このような地域の状況から、特別な教育的支援を必要とする幼児児童生徒

を支える体制が整っておらず、学校や保育所だけでなく保護者も大きな不安を抱えている。 

一方、就学相談（指導）は今まで飯田市に委託していたが、平成２４年４月からは５町村が

共同で委員会を設置して就学相談（指導）に取り組み、地域の子どもは地域で責任を持って育

てたいという機運も高まってきている。 

今回この委託事業を通じて、山間地の小規模な一町村では単独で構築することが難しい相談

支援体制を協働で構築し、相談支援チームにより乳幼児期からの教育相談を充実させるととも

に、個別の教育支援計画を作成し、支援を行うことによって、地域の中で特別な教育的ニーズ

のある子どもの成長・発達を支える仕組みを整備していきたい。更には、就学相談（指導）委

員会設置初年度の活動をサポートしていくことで、単に就学判断だけでなく、その後の相談・

支援も併せて行い、山間地の単独自治体単位では困難な特別支援教育の推進体制を地域を単位

として整備したい。 

(1) 早期支援コーディネーターの配置 

(2) 相談支援チームの編成と取組み 

 教員・心理士・保健師(各町村)・保育士(各町村)・教育委員会(各町村)・校長会、早期

支援コーディネーターからなる相談支援チームを編成し、以下の取組みを行う。必要に応じ

て療育、教育、医療スーパーバイザーに支援を求める。 

① 全町村への計画的な巡回相談 

② 町村からの依頼に応じた教育相談 

③ 個別の教育支援計画作成会議の実施 

④ 研修会の開催 

⑤ 就学相談（指導）委員会への支援

 



＜事業の概念図＞ 
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２ 事業の成果 

(1) 早期支援コーディネーターを配置したことで、校長会、教育委員会等との連絡調整が大

変スムーズになり、５町村共同の「早期相談・支援モデル研究事業運営協議会」設置に

向けて動き出せた。 

(2) 臨床心理士、相談員等の継続的な相談・支援が実施できたこと、多角的な面から幼児児

童生徒をとらえることができ、具体的な支援の手だてを考えることができた。これらを

通して現場でより特別支援教育の専門性を高めることができつつある。 

(3) 共同設置の就学相談（指導）委員会発足の年とモデル事業が重なったことで、運営や実

際の相談業務に協力することができた。「地域の子どもは地域で育てる」という理念の

前進と地域全体の特別支援教育の専門性向上にも寄与できた。 

 

 

３ 事業の課題とその解決のために必要な取組 

(1) モデル事業後にも継続していくための組織づくりが最も大きな課題である。５町村の足

並みが本年度の取り組みを通じて整いつつあるので、更にそれを具体的にしていく。 

(2) 山間地では比較的短期間での教員の異動が多いので、その中での特別支援教育の専門性

の向上と地域としての維持に大きな課題がある。このために研修の機会を多く設け、基

礎的な理解と共に事例検討等を重ねて行く必要がある。 

(3) 切れ目のない支援のための情報の連携のあり方、支援シート等の様式、運用・活用のあ

り方、引き継ぎ、管理体制について具体的な検討が必要である。 

 

※長野県では、「子供」を「子ども」と表記 


